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議案第５号 

   鳥羽市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 鳥羽市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

 

平成２９年 ６月 ５日 提 出 

平成２９年  月  日  

 

鳥羽市長 中 村 欣 一 郎 

 

 

提案理由 

 人事院規則 19－０（職員の育児休業等）の一部改正に伴い、所要の改正をした

く、本提案とするものである。 
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鳥羽市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

鳥羽市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童福祉

法第39条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第６項に規定する認

定こども園又は児童福祉法第24条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保

育所等」という。）における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面そ

の実施が行われないこと」を加える。 

第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等におけ

る保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」

を加える。 

第８条中「及びその日」を「、同日」に改め、「定める日」の次に「（以下この

条において「昇給日」という。）」を加え、「いずれかの日」を「次の昇給日」に

改める。 

第11条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子について

保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行

われないこと」を加える。 

第22条第２項中「第15条の２」を「第15条の２第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６号 

   鳥羽市職員の退職手当に関する条例の一部改正について 

 鳥羽市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成２９年 ６月 ５日 提 出 

平成２９年  月  日  

 

鳥羽市長 中 村 欣 一 郎 

 

 

提案理由 

 雇用保険法等の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正をしたく、本提

案とするものである。 
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鳥羽市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

鳥羽市職員の退職手当に関する条例（昭和38年条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第９条第10項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の

１号を加える。 

(２) その者が次のいずれかに該当する場合 

ア 特定退職者であって、雇用保険法第24条の２第１項各号に掲げる者に相

当する者として規則で定める者のいずれかに該当し、かつ、知事が同項に規

定する指導基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法（昭和

22年法律第141号）第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であ

ると認めたもの 

イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就

職が困難な者であって、同法第24条の２第１項第２号に掲げる者に相当す

る者として規則で定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基準

に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると認めたもの 

第９条第11項第５号中「公共職業安定所の」を「公共職業安定所、職業安定法

第４条第８項に規定する特定地方公共団体若しくは同法第18条の２に規定する職

業紹介事業者の」に改める。 

附則に次の１項を加える。 

15 平成34年３月31日以前に退職した職員に対する第９条第10項の規定の適用に

ついては、同項中「第28条まで」とあるのは「第28条まで及び附則第５条」と、

同項第２号中「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であって、同法第24条の２第１項第２号に掲げる者

に相当する者として規則で定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導

基準に照らして再就職を促進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると認めたもの」とあるのは「 
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イ 雇用保険法第22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困 

ウ 特定退職者であって、雇用保険法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、 

難な者であって、同法第24条の２第１項第２号に掲げる者に相当する者として規則 

かつ、知事が同法第24条の２第１項に規定する指導基準に照らして再就職を促進す 

で定める者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促 

るために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当であ 

進するために必要な職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行うことが適当 

ると認めたもの（アに掲げる者を除く。） 

であると認めたもの 

 

」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、平成29年４月１日から適用する。た

だし、第９条第11項第５号の改正規定及び附則第３条の規定は平成30年１月１

日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この条例による改正後の鳥羽市職員の退職手当に関する条例（以下この条及び

次条において「新条例」という。）第９条第10項（第２号に係る部分に限り、新条例

附則第15項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定は、退職職員（退

職した鳥羽市職員の退職手当に関する条例第２条に規定する職員をいう。次条におい

て同じ。）であって鳥羽市職員の退職手当に関する条例第９条第１項第２号に規定す

る所定給付日数から同項に規定する待期日数を減じた日数分の同項の退職手当又は同

号の規定の例により雇用保険法（昭和49年法律第116号）の規定を適用した場合におけ

るその者に係る同号に規定する所定給付日数に相当する日数分の同条第３項の退職手

当の支給を受け終わった日が平成29年４月１日以後であるものについて適用する。 

第３条 退職職員であって雇用保険法等の一部を改正する法律（平成29年法律第14号）
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第４条の規定による改正後の職業安定法（昭和22年法律第141号）（以下この条におい

て「改正後職業安定法」という。）第４条第８項に規定する特定地方公共団体又は改

正後職業安定法第18条の２に規定する職業紹介事業者の紹介により職業に就いたもの

に対する新条例第９条第11項（第５号に係る部分に限り、鳥羽市職員の退職手当に関

する条例第９条第15項において準用する場合を含む。）の規定は、当該退職職員が当

該紹介により職業に就いた日が附則第１条ただし書に規定する規定の施行の日以後で

ある場合について適用する。 
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議案第７号 

   鳥羽市過疎地域における固定資産税の特例措置に関する条例の一部改正に

ついて 

 鳥羽市過疎地域における固定資産税の特例措置に関する条例の一部を改正する

条例を次のように定める。 

 

平成２９年 ６月 ５日 提 出 

平成２９年  月  日  

 

鳥羽市長 中 村 欣 一 郎 

 

 

提案理由 

 過疎地域自立促進特別措置法及び同法施行令の一部改正に伴い、所要の改正を

したく、本提案とするものである。 
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   鳥羽市過疎地域における固定資産税の特例措置に関する条例の一部を改正す 

る条例 

鳥羽市過疎地域における固定資産税の特例措置に関する条例（平成22年条例第15

号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「情報通信技術利用事業」を「農林水産物等販売業」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の鳥羽市過疎地域における固定資産税の特例措置に関す

る条例の規定は、平成29年４月１日以後に当該設備を新設し、又は増設した者に

ついて適用し、同日前に新設し、又は増設した者については、なお従前の例によ

る。 
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議案第８号 

   鳥羽市消防団条例の一部改正について 

 鳥羽市消防団条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成２９年 ６月 ５日 提 出 

平成２９年  月  日  

 

鳥羽市長 中 村 欣 一 郎 

 

 

提案理由 

 消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図るため、消防団員の処遇を改善 

したく、本提案とするものである。 
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鳥羽市消防団条例の一部を改正する条例 

鳥羽市消防団条例（昭和47年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

別表第１団長の項金額の欄中「79,500円」を「82,500円」に改め、同表副団長

の項金額の欄中「57,500円」を「63,000円」に改め、同表分団長の項金額の欄中

「47,500円」を「51,000円」に改め、同表副分団長の項金額の欄中「34,000円」

を「37,500円」に改め、同表部長の項金額の欄中「26,500円」を「30,000円」に

改め、同表班長の項金額の欄中「24,500円」を「27,000円」に改め、同表その他

の団員の項金額の欄中「22,500円」を「25,500円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の鳥羽市消防団条例別表第１の規定は、平成29年４月１日

以後に従事した職務の報酬について適用し、同日前に従事した職務の報酬については、

なお従前の例による。 
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議案第９号 

   鳥羽市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

 鳥羽市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成２９年 ６月 ５日 提 出 

平成２９年  月  日  

 

鳥羽市長 中 村 欣 一 郎 

 

 

提案理由 

 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、所要

の改正をしたく、本提案とするものである。 
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鳥羽市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

鳥羽市消防団員等公務災害補償条例（昭和41年条例第16号）の一部を次のように

改正する。 

第５条第２項第１号中「にあっては」を「には」に、「によって」を「により」

に改め、同項第２号中「にあっては」を「には」に改め、同条第３項中「によって」

を「により」に、「433円」を「333円」に改め、「第２号」の次に「に該当する扶

養親族については一人につき267円（非常勤消防団員等に第１号に該当する者がな

い場合には、そのうち一人については333円）を、第３号」を加え、「第５号」を

「第６号」に、「掲げる者」を「該当する者及び第２号に該当する扶養親族」に、

「にあっては」を「には」に、「367円」を「300円」に改め、同項第２号中「及び

孫」を削り、同項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号と

し、第２号の次に次の１号を加える。 

(３) 22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある孫 

第５条第４項中「満15歳」を「15歳」に、「満22歳」を「22歳」に改め、「以下」

の次に「この項において」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の鳥羽市消防団員等公務災害補償条例（次項において

「新条例」という。）第５条第３項の規定は、平成29年４月１日（以下この項及

び次項において「適用日」という。）以後に支給すべき事由の生じた鳥羽市消防

団員等公務災害補償条例同条第１項に規定する損害補償（以下「損害補償」とい

う。）及び適用日前に支給すべき事由の生じた適用日以後の期間に係る同条例第

４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号イに規定する障害補償年金及び

同条第６号イに規定する遺族補償年金（以下この項において「傷病補償年金等」

という。）について適用し、適用日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷病

補償年金等を除く。）及び適用日前に支給すべき事由の生じた適用日前の期間に
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係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 

３ 改正前の鳥羽市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）第５

条第３項の規定に基づき、平成29年４月１日からこの条例の施行の日の前日まで

の間に、非常勤消防団員等の扶養親族のうち、22歳に達する日以後の最初の３月

31日までの間にある子について加算された補償基礎額により支給された旧条例の

規定に基づく損害補償は、新条例による損害補償の内払とみなす。 
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報告第２号 

   平成２８年度鳥羽市一般会計繰越明許費繰越計算について 

 地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、平成２８年度鳥羽市一般会

計繰越明許費繰越計算について、次のように報告する。 

 

平成２９年 ６月 ５日 報 告 

 

鳥羽市長 中 村 欣 一 郎 

 



平成２８年度鳥羽市一般会計繰越明許費繰越計算書 （単位：円）

1,586,000 1,586,000 （県） 1,586,000 0

74,089,000 70,879,000 （国） 70,879,000 0

204,512,000 204,512,000 （県） 204,512,000 0

35,000,000 35,000,000 （県） 23,100,000 市債 11,900,000 0

27,001,000 27,001,000 （県） 13,500,000 市債 13,500,000 1,000

21,345,000 21,345,000 （県） 14,087,000 市債 7,200,000 58,000

747,000 747,000 （国） 410,000 市債 300,000 37,000

39,273,000 39,273,000 （国） 21,816,000 市債 17,300,000 157,000

（国） 93,105,000

403,553,000 400,343,000 （県） 256,785,000 市債 50,200,000 253,000

平成29年6月5日 提出 鳥羽市長　中 村 欣 一 郎

合 計

7.土木費 2.道路橋りょう費 河内ダム関連道路整備事業

9.教育費 3.中学校費 神島中学校整備事業

5.農林水産業費 3.水産業費
菅島漁港定期船待合所新築
事業

5.農林水産業費 3.水産業費 答志和具漁港船揚場改良事業

5.農林水産業費 3.水産業費 漁業経営構造改善事業

5.農林水産業費 3.水産業費 桃取漁港浮桟橋改良事業

国 ・ 県 支 出 金 そ の 他

2.総務費
3.戸籍住民登
　録費

個人番号カード等交付事業

3.民生費 1.社会福祉費
臨時福祉給付金等給付事業
（経済対策分）

款 項 事 業 名 繰 越 明 許 費 翌 年 度繰 越額

左 の 財 源 内 訳

既 収 入 特 定 財 源
未 収 入 特 定 財 源

一 般 財 源

1
5 
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報告第３号 

   平成２８年度鳥羽市水道事業会計予算繰越計算について 

 地方公営企業法第２６条第３項の規定により、平成２８年度鳥羽市水道事業会

計予算繰越計算について、次のように報告する。 

 

平成２９年 ６月 ５日 報 告 

 

鳥羽市長 中 村 欣 一 郎 

 



　　地方公営企業法第26条第1項の規定による建設改良費の繰越額

113,800,000 63,200,000 25,376,000 25,224,000 21,800,000

平成２８年度　鳥羽市水道事業会計予算繰越計算書

款 項 事業名 予算計上額

支払義務

翌年度繰越額

左の財源内訳

不用額

翌年度繰越額
に係る繰越を要
するたな卸資産
の購入限度額

発 生 額 企業債 補助金
損益勘定
留保資金

説　　明

工事が遅延した
ことによる。

1　資本的支出 1　建設改良費

県道鳥羽松
阪線配水管
（耐震管）布

設工事

円 円

64,400,000200,000,000

円 円 円 円 円 円
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